
令和４年度 「消費生活相談員担い手確保事業」

事業概要

まとめ

●受講者（1,627人）の構成
・性別： 男性537名（33.0%） 女性1,068名（66.6%）
・年齢： 10代:  0.5% 20代: 5.5% 30代:10.8% 40代:25.9%

50代:40.7% 60代:15.2% 70代:  1.4% 80代:  0.1%

●国家試験合格者数（アンケート回答者 1,078名）
・日本産業協会試験（消費生活アドバイザー試験）144名（受験者343名、合格率42.0%）
・国民生活センター試験（消費生活専門相談員試験）192名（受験者397名、合格率48.4％)
⇒ 延べ336名

●消費生活センターへの就職・内定者数（アンケート回答者 1,078名）
・30名
※これから（次年度以降に）就職活動を行う予定 211名 消費生活センター在職中 261名
応募したが採用に至らなかった 20名 応募したいが勤務希望地での募集がなかった 48名

●人材バンク登録者数（アンケート回答者 589名）
・45名

事業結果

＜受託者＞ 一般財団法人 日本消費者協会（事業期間：2022年6月13日～2023年2月28日）

＜内容＞ 消費者安全法に基づく消費生活相談員資格試験の対策講座(※) （e-ラーニング・全34回）及び就業サポート

※一般財団法人日本産業協会が実施する試験・独立行政法人国民生活センターが実施する試験の両方に対応した講座。

※各分野の専門家（弁護士や大学教授等）が講師陣。相談業務に必要な知見を重点的に効率よく学ぶことができる講座。

●全47都道府県において受講者を募ることができた。

●講座実施により有資格者の増加に寄与。

●過去最多（※）の就職・内定者を輩出し、将来を含む消費生活相談員の担い手増に寄与。

※消費者庁における過去の担い手確保事業

（参考）講座一覧


